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新旧対照表  
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

48 
 
 
 

 

２－１９ 津波に係る防災知識の普及 
（略） 
（２）津波の特性に関する情報 

津波の第一波は引き波だけでなく押し波から始まることも
あること、第二波、第三波などの後続波の方が大きくなる可
能性や数時間から場合によっては一日以上にわたり継続する
可能性があること、さらには、強い揺れを伴わず、危険を体
感しないままに押し寄せる、いわゆる津波地震や遠地地震の
発生の可能性など。 

（略） 

２－１９ 津波に係る防災知識の普及 
（略） 
（２）津波の特性に関する情報 

津波の第一波は引き波だけでなく押し波から始まることも
あること、第二波、第三波などの後続波の方が大きくなる可
能性や数時間から場合によっては一日以上にわたり継続する
可能性があること、さらには、強い揺れを伴わず、危険を体
感しないままに押し寄せる、いわゆる津波地震や遠地地震、
火山噴火等による津波の発生の可能性など。 

（略） 

 
 
 
防災基本計画の修正 
 

54 ３-２ 岡山地方気象台が玉野市に発表する注意報の種類 
種 類 発表基準 

高潮注意
報 

（略）高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言
及されている場合は、高齢者等は危険な場所から
の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

 

３-２ 岡山地方気象台が玉野市に発表する注意報の種類 
種 類 発表基準 

高潮注意
報 

（略）高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言
及されている場合は、高齢者等が危険な場所から
避難する必要があるとされる警戒レベル３に相
当。 

 

 
 
岡山県地域防災計画の
修正（表現の適正化） 

54 ３-２ 岡山地方気象台が玉野市に発表する注意報の種類 
種 類 発表基準 

霜注意報 （略）、早霜や晩霜により農作物への被害が発生
するおそれがあるときに発表される。 

 

３-２ 岡山地方気象台が玉野市に発表する注意報の種類 
種 類 発表基準 

霜注意報 （略）、晩霜により農作物への被害が発生するお
それがあるときに発表される。 

 

 
 
早霜非対応の地域であ
ることによる修正 

55 ３-３ 岡山地方気象台が玉野市に発表する警報の種類 
種 類 発表基準 

大雨警報 （略）大雨警報（土砂災害）は、高齢者等は危険
な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３
に相当。 

洪水警報 （略）高齢者等は危険な場所からの避難が必要と
される警戒レベル３に相当。 

（略） （略） 

高潮警報 （略）危険な場所からの避難が必要とされる警戒
レベル４に相当。 

 

３-３ 岡山地方気象台が玉野市に発表する警報の種類 
種 類 発表基準 

大雨警報 （略）大雨警報（土砂災害）は、高齢者等が危険
な場所から避難する必要があるとされる警戒レ
ベル３に相当。 

洪水警報 （略）高齢者等が危険な場所から避難する必要が
あるとされる警戒レベル３に相当。 

（略） （略） 

高潮警報 （略）危険な場所から避難する必要があるとされ
る警戒レベル４に相当。 

 

 
 
岡山県防災会議の意見
による修正（表現の適
正化） 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

56 別表１（３－２、３－３関係） 
警報・注意報発表基準一覧表     令和２年８月６日現在 

発表官署 岡山地方気象台 

（略）     

警報 

大雨 
（略） 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準値 104 

洪水 
（略） 

複合基準 宇藤木川流域（7,4） 

（略） 

注意報 

大雨 
（略） 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準値 84 

洪水 
（略） 

複合基準 宇藤木川流域（7,2.9） 

（略） 

霜 ４月以降の晩霜 最低気温２℃以下 

（略） 
 

別表１（３－２、３－３関係） 
警報・注意報発表基準一覧表    令和６年５月 23 日現在 

発表官署 岡山地方気象台 

（略）     

警報 

大雨 
（略） 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準値 111 

洪水 
（略） 

複合基準 宇藤木川流域（7,3.9） 

（略） 

注意報 

大雨 
（略） 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準値 76 

洪水 
（略） 

複合基準 宇藤木川流域（7,2.8） 

（略） 

霜 晩霜期に最低気温２℃以下 

（略） 

 

 
 
 
最新の情報に修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

57～
58 

３-５ キキクル（大雨・洪水警報の危険度分布）等による情報 
種 類 概要 

土砂キキ
ク ル （ 大
雨 警 報
（ 土 砂 災
害 ） の 危
険度分布 

（略） 
●「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安

全確保が必要とされる警戒レベル５に相当。 
 
●「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル４に相当。 
●「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの
避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 
（略） 

浸水キキ
ク ル （ 大
雨 警 報
（浸水害）
の危険度
分布） 

（略） 
●「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安

全確保が必要とされる警戒レベル５に相当。 

洪水キキ
ク ル （ 洪
水警報の
危険度分
布） 

（略） 
●「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安

全確保が必要とされる警戒レベル５に相当。 
 
●「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル４に相当。 
●「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの
避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 
（略） 

流域雨量
指数の予
測値 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川
（水位周知河川及びその他河川）の、上流域での
降雨による、下流の対象地点の洪水危険度の高ま
りの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応
じて危険度を色分けした時系列で示す情報。６時
間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）
を用いて常時 10 分ごとに更新している。 

 

３-５ キキクル（大雨・洪水警報の危険度分布）等による情報 
種 類 概要 

土砂キキ
ク ル （ 大
雨 警 報
（ 土 砂 災
害 ） の 危
険度分布 

（略） 
●「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身

の安全を確保する必要があるとされる警戒レ
ベル５に相当。 

●「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要
があるとされる警戒レベル４に相当。 

●「警戒」（赤）：高齢者等が危険な場所から難
する必要があるとされる警戒レベル３に相当。 
（略） 

浸水キキ
ク ル （ 大
雨 警 報
（浸水害）
の危険度
分布） 

（略） 
●「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身

の安全を確保する必要があるとされる警戒レ
ベル５に相当。 

洪水キキ
ク ル （ 洪
水警報の
危険度分
布） 

（略） 
●「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身

の安全を確保する必要があるとされる警戒レ
ベル５に相当。 

●「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要
があるとされる警戒レベル４に相当。 

●「警戒」（赤）：高齢者等が危険な場所から避
難する必要があるとされる警戒レベル３に相当。 
（略） 

流域雨量
指数の予
測値 

各河川の、上流域での降雨による、下流の対象地
点の洪水危険度（大河川においては、その支川や
下水道の氾濫などの「湛水型内水氾濫」の危険度）
の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状
況に応じて危険度を色分けした時系列で示す情
報。流域内における雨量分布の実況と６時間先ま
での予測（解析雨量及び降水短時間予報等）を用
いて常時 10 分ごとに更新している。 

 

 
 
 
岡山県地域防災計画の
修正（表現の適正化） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
岡山県防災会議の意見
による修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

66 （１）気象注意報・警報等の伝達系等 

図中 陸上自衛隊第 13 特科隊 
    ＮＨＫ岡山放送局（放送部） 
 
（注）１～３（略） 
   ４ 陸上自衛隊第 13 特科隊へは、（略） 
   ５ ＮＨＫ岡山放送局へは、夜間等の代行によりＮＨＫ

広島放送局へ伝達する場合がある。 

（１）気象注意報・警報等の伝達系等 

図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

    日本放送協会 
 
（注）１～３（略） 
   ４ 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊へは、（略） 
   （削除） 

 
 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 
 
実施要領改正に伴う修
正 

67 （２）土砂災害警戒情報の伝達系統 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（注）ＮＨＫ岡山放送局へは、夜間等の代行によりＮＨＫ広島

放送局へ伝達する場合がある。 

（２）土砂災害警戒情報の伝達系統 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（削除） 

 
 
 
 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 
 
 
岡山県地域防災計画の
修正（伝達系統の変更） 
 
 
実施要領改正に伴う修
正 

68 （３）水防警報の伝達系等 
１）国土交通大臣の発する水防警報 
 

図中 陸上自衛隊第 13 特科隊 

（３）水防警報の伝達系等 
１）国土交通大臣の発する水防警報 
 
図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

68 ２）知事の発する水防警報 
 
図中 陸上自衛隊第13特科隊 

２）知事の発する水防警報 
 
図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 

68 ４）知事の発する水位情報の通知及び周知（氾濫危険水位） 
 
図中 陸上自衛隊第13特科隊 

４）知事の発する水位情報の通知及び周知（氾濫危険水位） 
 
図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 

69 （６）地震情報の伝達系統 
１）岡山地方気象台からの伝達 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（注）県から陸上自衛隊第 13 特科隊へは、（略） 

（６）地震情報の伝達系統 
１）岡山地方気象台からの伝達 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（注）県から陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊へは、（略） 

 
 
 
 
 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 
 
 
岡山県地域防災計画の
修正（伝達系統の変更） 
 
 
実施要領改正に伴う修
正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

71 （７）津波警報等（大津波警報、津波警報または津波注意報）の
伝達系統 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）１～３（略） 
   （新設） 

（７）津波警報等（大津波警報、津波警報または津波注意報）の
伝達系統 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１～３（略） 
   ４ 携帯電話事業者から住民等への伝達は、大津波警報、

津波警報の発表のみ伝達する。 

 
 
 
岡山県地域防災計画の
修正（伝達系統の変更） 
 
 
実情に合わせた修正 
（第五管区海上保安部
の削除） 

75 ２）人的被害、住家被害 
 
図中 保健福祉課 

２）人的被害、住家被害 
 
図中 保健医療課 

 
岡山県地域防災計画の
修正（組織の改正） 

76 ３）河川被害 
 
図中 ・一般河川（国管理）について 

・一般河川（県管理）・二級河川について 

３）河川被害 
 
図中 ・一級河川（国管理）について 

・一級河川（県管理）・二級河川について 

 
岡山県防災会議の意見
による修正 

85 14）水道施設被害 
 
図中 保健福祉課 

14）水道施設被害 
 
図中 保健医療課 

 
岡山県地域防災計画の
修正（組織の改正） 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

91 20）社会福祉施設被害 
 
図中 保健福祉課 

20）社会福祉施設被害 
 
図中 福祉企画課 

 
岡山県地域防災計画の
修正（組織の改正） 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

95 （注） 記入要領 
項 目 記 入 要 領 

（
略
） 

（略） （略） 

住 

家 

の 

被 

害 

（略） （略） 
全 壊 住家が滅失したもので、具体的には住家の損

壊若しくは流失した部分の床面積が、その住家
の延べ面積の 70％以上に達したもの又は住家
の主要構成部（壁、柱、はり、屋根又は階段）
の被害額が、その住家の時価の 50％以上に達し
た程度のものとする。 

半 壊 
 

住家の損壊が甚しいが、補修すれば元どおり
に使用できるもので、具体的には、損壊部分が、
その住家の延べ面積の 20％以上 70％未満のも
の又は住家の主要構成部の被害額がその住家
の時価の 20％以上 50％未満のものとする。 

一部破
損 

全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損
で、補修を必要とする程度のものとする。ただ
し、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなも
のは除く。 

床上浸
水 

住家の床より上に浸水したもの及び全壊又
は半壊には該当しないが、土砂、竹木等の堆積
により一時的に居住することができないもの
とする。 

床下浸
水 

床上浸水に至らない程度に浸水したものとす
る。 

 

（注） 記入要領 
項 目 記 入 要 領 

（
略
） 

（略） （略） 

住 

家 

の 

被 

害 

（略） （略） 
全 壊 住家がその居住のための基本的機能を喪失

したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、
埋没したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補
修により元どおりに再使用することが困難な
もので、具体的には、住家の損壊若しくは流失
した部分の床面積が、その住家の延べ床面積の
70％以上に達した程度のもの又は住家の主要
な構成要素の経済的被害を住家全体に占める
損害割合で表し、その住家の損害割合が 50％以
上に達した程度のものとする。 

半 壊 住家がその居住のための基本的機能の一部
を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚だ
しいが、補修すれば元どおりに再使用できる程
度のもので、具体的には、損壊部分がその住家
の延べ床面積の 20％以上 70％未満のもの又は
住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全
体に占める損害割合で表し、その住家の損害割
合が 20％以上 50％未満のものとする。 

一部破
損 

全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損
で、補修を必要とする程度のものとする（床上
浸水及び床下浸水に該当するものを除く。）。
ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さ
なものは除く。 

床上浸
水 

全壊及び半壊に該当しない場合において、住
家の床より上に浸水したもの及び土砂竹木の
堆積により一時的に居住することができない
ものとする。 

床下浸
水 

全壊及び半壊に該当しない場合において、床
上浸水に至らない程度に浸水したものとする。 

 

 
 
 
 
 
 
岡山県地域防災計画の
修正（災害報告取扱要
領の一部改正を踏まえ
た修正） 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

97  
項 目 記 入 要 領 

（略） （略） 

被 

害 

額 

公共文
教施設 

（略） 

農林水
産業施
設 

（略） 

公共土
木施設 

（略） 

その他
の公共
施設 

（略） 

（注）災害中間年報及び災害年報の公立文教施設、農林水
産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設につ
いては、査定済額を記入し、未査定額（被害見込額）
は括弧外書きするものとする。 

 

 
項 目 記 入 要 領 

（略） （略） 

被 

害 

額 

公共文
教施設 

（略） 

農林水
産業施
設 

（略） 

公共土
木施設 

（略） 

その他
の公共
施設 

（略） 

（注）災害中間年報及び災害年報の公立文教施設、農林水
産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設につ
いては、未査定額（被害見込額）を含んだ金額を記
入する。 

 

 
 
 
岡山県地域防災計画の
修正（災害報告取扱要
領の一部改正を踏まえ
た修正） 

105 （２）岡山県災害対策本部の設置又は廃止の通知 
  

図中 陸上自衛隊第13特科隊 

（２）岡山県災害対策本部の設置又は廃止の通知 
  

図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 

106 （１）陸上の災害 
 

図中 陸上自衛隊第13特科隊 

（１）陸上の災害 
 

図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 

106 （２）海上の災害 
 

図中 陸上自衛隊第13特科隊 

（２）海上の災害 
 

図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 

107 （３）航空機災害の場合 
 

図中 陸上自衛隊第13特科隊 

（３）航空機災害の場合 
 

図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

109 ３－２１災害救助法の適用基準 
１）～５）（略） 
（新規） 

３－２１災害救助法の適用基準 
１）～５）（略） 
６）災害が発生するおそれがある場合において、災害対策基本

法第 23 条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法
第 24 条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第 28
条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置され、同
法第 23 条の３第２項（同法第 24 条第２項又は第 28 条の
２第２項において準用する場合を含む。）の規定により当
該本部の所管区域が告示され、当該所管区域内の市町村の
区域内において当該災害により被害を受けるおそれがあ
るとき。 

 
 
災害救助法（昭和22年
法律第118号）の改正
に伴う修正 

125 ３-４７ 油等危険物の大量流出事故等の海上災害が発生した場
合における情報の収集、伝達系等 

図中 陸上自衛隊第13特科隊 

３-４７ 油等危険物の大量流出事故等の海上災害が発生した場
合における情報の収集、伝達系等 

 
図中 陸上自衛隊中部方面特科連隊第３大隊 

 
陸上自衛隊の組織改編
に伴う修正 

128 ３-５３ 応急修理の対象及び内容 
（新規） 
 
 
 
 
１）災害によって住家が半壊又は半焼若しくはこれらに準ず

る程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をするこ
とができない者又は大規模な補修を行わなければ居住す
ることが困難である程度に住家が半壊した者であるこ
と。 

２）被災住宅の応急修理は、居住のために必要な最小限度の部
分について、災害の発生の日から３カ月以内に完了する。
（災害対策基本法に基づく国の災害対策本部が設置され
た場合は６カ月以内。） 

３-５３ 応急修理の対象及び内容 
１）災害によって住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程

度の損傷を受け、雨水の浸入等により住家の被害が拡大す
るおそれがある者に対して、被害の拡大防止のための緊急
修理を実施する。なお、修理は、災害の発生の日から 10 日
以内に完了する。 

２）災害によって住家が半壊又は半焼若しくはこれらに準ずる
程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をすることが
できない者又は大規模な補修を行わなければ居住すること
が困難である程度に住家が半壊した者に対して、日常生活
に必要な最小限度の部分の修理を実施する。なお、修理は、
災害の発生の日から３カ月以内に完了する。（災害対策基
本法に基づく国の災害対策本部が設置された場合は６カ月
以内。） 

 
 
災害救助法による救助
の程度、方法及び期間
並びに実費弁償の基準
の一部変更を踏まえた
修正 

158 ９ 重要水防区域 
（１）県管理河川 
 
 表中 玉野市 

岡山市 

９ 重要水防箇所 
（１）県管理河川 
 
 表中 玉野市 

（削除） 

 
岡山県防災会議の意見
による修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

167 （１）幼年消防クラブ 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

クラブ数 人員 

17 1,350 

（２）少年･幼年消防クラブ 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

クラブ数 人員 

１ 27 

（３）婦人防火クラブ 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

クラブ数 人員 

５ 221 

（４）地域の自主防災組織 
団体数 世帯数 組織率（地域） 

71 19,436 71.46％ 
 

（１）幼年消防クラブ 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

クラブ数 人員 

16 1,299 

（２）少年･幼年消防クラブ 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

クラブ数 人員 

１ 12 

（３）婦人防火クラブ 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

クラブ数 人員 

４ 193 

（４）地域の自主防災組織 
令和６年４月１日現在  

団体数 世帯数 組織率（地域） 

71 19,179 71.10％ 
 

 
 
最新の情報に修正 

時点情報の追加 

168 ２ 消防専用有線無線通信施設 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

（台）  

区

分 
種別 計 本部 指令室 本署 東分署 西分署 

十禅寺 

基地局 

神登山 

基地局 

無
線 

固定局 

基地局 
20W デジタル ２      １ １ 

移動局 

５W デジタル 31 ６ ２ 11 ６ ６   

２W デジタル ７   ３ ２ ２   

１W 
デジタル 22 ４  10 ４ ４   

署活系 65 10 19 16 10 10   

有

線 

119受信回線 

固定/ＩＰ電話 ５        

携帯電話 ４        

携帯電話転送回線 １        

駆付通報装置専用回線 ３        

FAX119通報受信装置 １        

ヘルプネット回線 ２        
 

２ 消防専用有線無線通信施設 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

（台）  

区

分 
種別 計 本部 指令室 本署 東分署 西分署 

十禅寺 

基地局 

神登山 

基地局 

無
線 

固定局 

基地局 
20W デジタル ２      １ １ 

移動局 

５W デジタル 31 ７ ２ 10 ６ ６   

２W デジタル 10 １  ５ ２ ２   

１W 
デジタル 22 ４  10 ４ ４   

署活系 65 10 20 15 10 10   

有

線 

119受信回線 

固定/ＩＰ電話 ９        

携帯電話 ４        

携帯電話転送回線 ２        

駆付通報装置専用回線 ３        

FAX119通報受信装置 １        

ヘルプネット回線 １        
 

 
 
最新の情報に修正 

時点情報の追加 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

169 ３ 消防水利別現有状況 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

区分 種別 箇所 

水利種別 
防火水槽 

私設 

（略） （略） 

60㎡以上100㎡未満 12 

（略） （略） 

計 69 

計 230 

（略） （略） 

合計 2,198 
 

３ 消防水利別現有状況 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

区分 種別 箇所 

水利種別 
防火水槽 

私設 

（略） （略） 

60㎡以上100㎡未満 11 

（略） （略） 

計 68 

計 229 

（略） （略） 

合計 2,197 
 

 
 
最新の情報に修正 

時点情報の追加 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

170 ４ 特殊機器現有状況（消防署） 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

機材  数量  数量 

救
助
器
具 

油圧スプレッダー 4 空気式救助マット 3 式 

大型油圧スプレッダー 2 空気呼吸器 76 

油圧カッター 3 空気補充用ボンベ 126 

大型油圧カッター 3 陽圧式化学防護服 5 

エンジンカッター 8 化学防護服（陽圧式以外） 23 

エンジンチェンソー 11 放射線防護服 2 

電動ハンマー 3 熱画像直視装置 4 

エンジンハンマー 1 式 電磁波探査装置 1 

救命索発射銃 1 式 水中探査装置 1 

船外機付ゴムボート 2 式 マンホール救助器具 2 

手漕ぎゴムボート 5 式 ガス検知器 16 

マット型空気ジャッキ 3 式 バスケット型担架 3 

救
急
資
機
材 

ＡＥＤ 8 スクープストレッチャー  10 

人工呼吸器 6 布担架 12 

ベッドサイドモニタ 7 レスキューシート（搬送用） 10 

自動心肺蘇生機 2 血糖値測定システム 8 式 

バックボード 14 ビデオ喉頭鏡 6 式 

消
火
資
機
材

関
係 

30Mpa 空気圧縮充填機 1 C-1 小型動力ポンプ 7 

発泡ノズル 9 B-3 小型動力ポンプ 1 

発泡ノズルアタッチメント 4 移動式投光器 14 

化学(B 火災)消火薬剤 1,500ℓ エンジン発電機 24 

組立式水槽 6   
 

４ 特殊機器現有状況（消防署） 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

機材  数量  数量 

救
助
器
具 

油圧スプレッダー 5 空気式救助マット 3 式 

大型油圧スプレッダー 2 空気呼吸器 59 

油圧カッター 3 空気補充用ボンベ 116 

大型油圧カッター 2 陽圧式化学防護服 5 

エンジンカッター 9 化学防護服（陽圧式以外） 55 

エンジンチェンソー 10 放射線防護服 2 

電動ハンマー 2 熱画像直視装置 4 

エンジンハンマー 1 式 電磁波探査装置 1 

救命索発射銃 1 式 水中探査装置 1 

船外機付ゴムボート 2 式 マンホール救助器具 2 

手漕ぎゴムボート 6 式 ガス検知器 16 

マット型空気ジャッキ 2 式 バスケット型担架 3 

救
急
資
機
材 

ＡＥＤ 9 スクープストレッチャー  11 

人工呼吸器 7 布担架 13 

ベッドサイドモニタ 8 レスキューシート（搬送用） 11 

自動心肺蘇生器 3 血糖値測定システム 8 式 

バックボード 15 ビデオ喉頭鏡 6 式 

消
火
資
機
材

関
係 

30MPa 空気圧縮充填機 1 C-1 小型動力ポンプ 6 

発泡ノズル 13 B-3 小型動力ポンプ 8 

発泡ノズルアタッチメント 6 移動式投光器 10 

化学(B 火災)消火薬剤 1,290L エンジン発電機 17 

組立式水槽 2   
 

 
 
最新の情報に修正 

時点情報の追加 

170 ５ 車両等保有状況（消防本部署） 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

（略） 

５ 車両等保有状況（消防本部署） 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

（略） 

 
時点情報の追加 

171 ６ 車両等保有状況（消防団） 
出典：消防年報（玉野市消防本部）  

（略） 

６ 車両等保有状況（消防団） 
出典：消防年報（令和５年版：玉野市消防本部）  

（略） 

 
時点情報の追加 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

179 （略） 
８ 調整本部は、岡山県災害対策本部及び政府現地対策本部で決

められた方針の下で、次に掲げる事務を行うものとする。 
（１）～（６）（略） 
（７）岡山県災害対策本部に設置された災害医療本部等との連

絡調整に関すること。 
（略） 

（略） 
８ 調整本部は、岡山県災害対策本部及び政府現地対策本部で決

められた方針の下で、次に掲げる事務を行うものとする。 
（１）～（６）（略） 
（７）岡山県災害対策本部に設置された災害保健医療福祉調整本

部等との連絡調整に関すること。 
（略） 

 
岡山県防災会議の意見
による修正（組織の改
正） 

208 
209 

２）屋外一時避難場所 
 
 別表１－１のとおり 

２）屋外一時避難場所 
 
 別表１－２のとおり 

 
所在地の表記誤り修正 

風致公園､運動公園､地
区公園､近隣公園の最
大収容人数の見直し 

216 （１）要配慮者関連施設一覧 

 

施設区分 施設の種別 施設数 

（略） （略） （略） 

高齢者関係施設 

（地域密着型分離） 

89施設 

（略） （略） 

有料老人ホーム 2 

（略） （略） 

小規模多機能型居宅介護事業所 7 

（略） （略） 

地域密着型通所介護事業所 14 

障害（児）者 

関係施設 

30施設 

（略） （略） 

障害福祉サービス事業所（生活介護） 4 

障害福祉サービス事業所（短期入所） 1 

（略） （略） 

障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型） 6 

障害福祉サービス事業所（児童発達支援） 3 

障害福祉サービス事業所（放課後等デイサービス ） 2 

（略） （略） 

（新規）  

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

施設合計 172 

（１）要配慮者関連施設一覧 

 

施設区分 施設の種別 施設数 

（略） （略） （略） 

高齢者関係施設 

（地域密着型分離） 

91施設 

（略） （略） 

有料老人ホーム 3 

（略） （略） 

小規模多機能型居宅介護事業所 9 

（略） （略） 

地域密着型通所介護事業所 13 

障害（児）者 

関係施設 

40施設 

（略） （略） 

障害福祉サービス事業所（生活介護） 6 

障害福祉サービス事業所（短期入所） 2 

（略） （略） 

障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型） 8 

障害福祉サービス事業所（児童発達支援） 5 

障害福祉サービス事業所（放課後等デイサービス） 4 

（略） （略） 

障害福祉サービス事業所（保育所等訪問支援） 1 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

施設合計 184 

 
最新の情報に修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

219 
220 
221 

（３）高齢者関連施設 
 
 別表２－１のとおり 

（３）高齢者関連施設 
 
 別表２－２のとおり 

 
最新の情報に修正 

222 要配慮者関連施設（高齢者関係施設）位置図 
 
 図Ａ－１のとおり 

要配慮者関連施設（高齢者関係施設）位置図 
 
 図Ａ－２のとおり 

 
最新の情報に修正 

223 （３）障害（児）者関係施設 
 
 別表３－１のとおり 

（３）障害（児）者関係施設 
 
 別表３－２のとおり 

 
最新の情報に修正 
表記の統一に伴う修正 

224 要配慮者関連施設（障害（児）者関係施設）位置図 
 
 図Ｂ－１のとおり 

要配慮者関連施設（障害（児）者関係施設）位置図 
 
 図Ｂ－２のとおり 

 
最新の情報に修正 

225 （５）児童関係施設 

No. （略） 施設名称 （略） 定員 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

2 （略） 宇野保育園 （略） 70 （略） 

3 （略） 和田保育園 （略） 70 （略） 

4 （略） 渋川保育園 （略） 70 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

6 （略） 槌ケ原ちどり保育園 （略） 230 （略） 

7 （略） 玉認定こども園 （略） 70 （略） 

8 （略） 玉原認定こども園 （略） 180 （略） 

9 （略） 大崎認定こども園 （略） 90 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

11 （略） サンマリン認定こども園 （略） 140 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 
 

（５）児童関係施設 

No. （略） 施設名称 （略） 定員 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

2 （略） 宇野保育園 （略） 40 （略） 

3 （略） 和田保育園 （略） 40 （略） 

4 （略） 渋川保育園 （略） 40 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

6 （略） 槌ケ原ちどり保育園 （略） 270 （略） 

7 （略） 玉認定こども園 （略） 60 （略） 

8 （略） 玉原認定こども園 （略） 120 （略） 

9 （略） 大崎認定こども園 （略） 70 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

11 （略） サンマリン認定こども園 （略） 120 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 
 

 
最新の情報に修正 

227 （６）学校教育施設 
 
 別表４－１のとおり 

（６）学校教育施設 
 
 別表４－２のとおり 

 
最新の情報に修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

229 （７）浸水想定区域･土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

No. （略） 施設の種別 施設名 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

22 （略） 障害福祉サービス事業所（生活介護）  多機能型事業所 あかつき  （略） 

23 （略） 障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ａ型）  特定非営利活動法人ばべの森 （略） 

24 （略） 障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型）  多機能型事業所ポピー （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

（７）浸水想定区域･土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

No. （略） 施設の種別 施設名 （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

22 （略） 障害福祉サービス事業所（生活介護） ハレルや （略） 

23 （略） 障害福祉サービス事業所（生活介護） ばべの森 （略） 

24 （略） 障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型）  ほくと （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

 
最新の情報に修正 
表記の統一に伴う修正 

230 ３ 防災備蓄倉庫 
 
 別表５－１のとおり 

３ 防災備蓄倉庫 
 
 別表５－２のとおり 

 
令和５年度に整備した
施設の追加 

全施設に通し番号を付与  

231 防災備蓄倉庫位置図 
 
 図Ｃ－１のとおり 

防災備蓄倉庫位置図 
 
 図Ｃ－２のとおり 

 
令和５年度に整備した
施設の追加 

施設の表示を施設名か
ら通し番号に変更 

234 ８ 市内輸送業者等の保有車両等台数（貨物） 
 
 別表６－１のとおり 

８ 市内輸送業者等の保有車両等台数（貨物） 
 
 別表６－２のとおり 

 
最新の情報に修正 
 

235 市内輸送業者の位置図（貨物） 
 
 図Ｄ－１のとおり 

市内輸送業者の位置図（貨物） 
 
 図Ｄ－２のとおり 

 
最新の情報に修正 

238 １２ 変電所の所在、名称 
No. 名称 所在地 所属 

１ （略） （略） 中国電力 

２ （略） （略） 〃 

３ （略） （略） 〃 

４ （略） （略） 〃 
 

１２ 変電所の所在、名称 
No. 名称 所在地 所属 

１ （略） （略） 中国電力ネットワーク 

２ （略） （略） 〃 

３ （略） （略） 〃 

４ （略） （略） 〃 
 

 
分社化による社名変更
に伴う修正 

248 （２）潮位観測所 
名称 設置者 所在地 観測基準面 備考 

宇野 岡山地方気象台 宇野1-8-9 -1.745m （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

（２）潮位観測所 
名称 設置者 所在地 観測基準面 備考 

宇野 岡山地方気象台 宇野1-8-9 -1.761m （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

 
最新の情報に修正 
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頁 修 正 前 修 正 後 修 正 理 由 

248 ３０ 震度情報システム設置場所 

(略) 設置場所 震度観測点名称 所在地 (略) 

(略) 玉野市役所 玉野市宇野 宇野1-27-1 (略) 
 

３０ 震度情報システム設置場所 

(略) 設置場所 震度観測点名称 所在地 (略) 

(略) 玉野市消防庁舎・防災センター 玉野市田井 田井2-4502 (略) 
 

 
震度計の移設に伴う修
正 

249 各観測所の位置図 
 
 図Ｅ－１のとおり 

各観測所の位置図 
 
 図Ｅ－２のとおり 

 
震度計の移設に伴う修
正 

274 
275 
276 

（２）民間協定 
 
 別表７－１のとおり 

（２）民間協定 
 
 別表７－２のとおり 

 
表記の統一に伴う修正 

分社化による社名変更
に伴う修正 
 
新規に締結された協定
の追記 

276 （新規） ２ 防災関連項目を含む包括協定一覧 

No. 協定名 応援内容（抜粋） 協定先 締結年月日 

1 地方創生に関す

る包括連携協定

書 

② 防災・災害対

策に関すること 

あいおいニッ

セイ同和損害

保険（株） 

H30.11.5 

2 健康づくりに関

する包括連携協

定書 

⑤ 災害時におけ

る健康に関するこ

と 

大塚製薬

（株） 

R3.7.16 

3 包括的連携に関

する協定書 

⑤ 災害時の応急

生活物資供給支援

に関すること 

三井造船生活

協同組合 

R4.7.7 

 

 
 
玉野市防災会議の意見
による修正 

 


